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コード番号  9972 本社所在都道府県   東京都 
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代    表    者 役職名 代表取締役社長 氏名  田中 利浩  

問合せ先責任者 役職名 取締役 財務・経理担当 氏名  尾山 義秋 ＴＥＬ (03) 5363 - 0926 

決算取締役会開催日 平成 18 年１月 27 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成 18 年２月 23 日 単元株制度採用の有無 有(１単元 100 株) 

期末配当支払開始予定日 平成 18 年２月 24 日   

 
１． 17 年 11 月期の業績(平成 16 年 12 月１日～平成 17 年 11 月 30 日) 
(1)経営成績                                              (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

17 年 11 月期 1,280 68.5 190 ― 34 ― 
16 年 11 月期 760 △97.5 △280 ― △343 ― 
 
 

当期純利益 
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株 式調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17 年 11 月期 199 ― 19  91  17  77  2.2 0.2 2.7 
16 年 11 月期 △478 ― △47  68  ― △5.1 △1.5 △45.1 
(注) ①期中平均株式数 17 年 11 月期 10,033,047 株 16 年 11 月期 10,027,282 株
     ②会計処理の方法の変更 無  
      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17 年 11 月期 12  00  0  00  12  00  123 60.3 1.3 
16 年 11 月期 12  00  0  00  12  00  120 ― 1.3 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年 11 月期 22,698 9,343 41.2    907  54 
16 年 11 月期 20,881 8,999 43.1    897  72 
 (注) ①期末発行済株式数 17 年 11 月期 10,295,788 株 16 年 11 月期 10,024,368 株
      ②期末自己株式数 17 年 11 月期 261,108 株 16 年 11 月期 259,688 株
 
２．18 年 11 月期の業績予想(平成 17 年 12 月１日～平成 18 年 11 月 30 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 780      150      155      ― ― ― 
通      期 1,210      70      150      ― 12 00 12 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   14 円 57 銭 

 
(注) 上記業績予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の決算短信(連結)の８～９ページ

を参照して下さい。 
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６ 個別財務諸表 

     ① 貸借対照表 

 

 
前事業年度 

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 
増減額 

（△印減） 

区分 金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産  

１ 現金及び預金 1,838,421 1,301,395  △537,025

２ 受取手形 7,900 ―  △7,900

３ 前渡金 22,251 200  △22,051

４ 前払費用 12,881 29,964  17,082

５ 繰延税金資産 24,015 9,435  △14,579

６ 短期貸付金 699,646 1,010,152  310,505

７  未収入金 115,140 560,377  445,237

８  その他 104,783 71,009  △33,773

貸倒引当金 △875 △826  48

流動資産合計 2,824,165 13.5 2,981,709 13.1 157,543

Ⅱ 固定資産  

１ 有形固定資産  

(1) 建物 2,219,068 2,147,398  △71,670

(2) 構築物 9,985 8,845  △1,139

(3) 機械及び装置 26,720 22,928  △3,791

(4) 車両 70 70  ―

(5) 器具及び備品 47,592 40,952  △6,640

(6) 土地 3,708,142 3,708,185  43

(7) 建設仮勘定 ― 8,160  8,160

有形固定資産合計 6,011,579 28.8 5,936,540 26.2 △75,038

２ 無形固定資産  

(1) ソフトウェア 67,083 47,420  △19,663

(2) 電話加入権 8,116 8,116  ―

無形固定資産合計 75,200 0.4 55,536 0.2 △19,663
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前事業年度 

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 
増減額 

（△印減） 

区分 金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

３ 投資その他の資産  

(1) 投資有価証券 473,410 609,555  136,144

(2) 関係会社株式 4,076,742 4,128,385  51,642

(3) 出資金 85,138 100  △85,038

(4) 関係会社出資金 4,086,973 4,457,103  370,129

(5) 長期貸付金 250,000 141,000  △109,000

(6) 従業員長期貸付金 833 ―  △833

(7) 関係会社長期貸付金 1,680,416 3,014,015  1,333,599

(8) 長期前払費用 1,076 1,623  547

(9) 繰延税金資産 375,634 295,025  △80,609

(10) 保険積立金 677,841 717,384  39,542

(11) 長期性預金 ― 289,007  289,007

(12) その他 337,935 146,777  △191,157

 貸倒引当金 △75,720 △74,769  951

投資その他の資産合計 11,970,282 57.3 13,725,207 60.5 1,754,925

固定資産合計 18,057,061 86.5 19,717,284 86.9 1,660,223

資産合計 20,881,227 100.0 22,698,994 100.0 1,817,767
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前事業年度 

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 
増減額 

（△印減） 

区分 金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形 101,870 42,230  △59,640

２ 短期借入金 4,247,681 3,330,182  △917,498

３ 一年内返済予定 
長期借入金 

1,585,500 1,910,690  325,190

４ 一年内償還予定社債 100,000 ―  △100,000

５ 未払金 229,533 104,850  △124,683

６ 未払費用 53,693 53,761  67

７ 未払法人税等 4,281 22,116  17,835

８ 預り金 49,954 138,388  88,433

９ その他 55,933 74,287  18,354

流動負債合計 6,428,447 30.8 5,676,507 25.0 △751,940

Ⅱ 固定負債  

１ 社債 ― 100,000  100,000

２ 新株予約権付社債 ― 1,782,000  1,782,000

３ 長期借入金 5,444,000 5,787,739  343,739

４ その他 9,717 8,917  △800

固定負債合計 5,453,717 26.1 7,678,657 33.8 2,224,939

負債合計 11,882,165 56.9 13,355,164 58.8 1,472,998

(資本の部)  

Ⅰ 資本金 3,914,287 18.7 4,023,423 17.7 109,136

Ⅱ 資本剰余金  

１ 資本準備金 4,454,224 4,563,088  108,864

資本剰余金合計 4,454,224 21.3 4,563,088 20.1 108,864

Ⅲ 利益剰余金  

１ 利益準備金 98,001 98,001  ―

２ 任意積立金 1,150,000 650,000  △500,000

(1) 別途積立金 1,150,000 650,000  △500,000

３ 当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

△379,514 199,921  579,435

利益剰余金合計 868,487 4.2 947,922 4.2 79,435

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △17,008 △0.1 31,488 0.2 48,496

Ⅴ 自己株式 △220,928 △1.0 △222,092 △1.0 △1,163

資本合計 8,999,061 43.1 9,343,830 41.2 344,768

負債資本合計 20,881,227 100.0 22,698,994 100.0 1,817,767
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② 損益計算書 

 

 
前事業年度 

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日)

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

増減額 
（△印減） 

区分 金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅰ 営業収益 760,148 100.0 1,280,561 100.0 520,412

１ 子会社業務受託収入 569,954 621,873  51,919

２ 子会社不動産賃貸収入 190,194 203,887  13,692

３ 子会社配当金収入 ― 454,800  454,800

Ⅱ 営業費用 1,041,139 137.0 1,089,903 85.1 48,764

１ 一般管理費 1,041,139 1,089,903  48,764

営業利益又は営業損失(△) △280,990 △37.0 190,657 14.9 471,648

Ⅲ 営業外収益 168,003 22.1 230,491 18.0 62,488

１ 受取利息 64,446 115,863  51,417

２ 受取配当金 28,356 14,988  △13,367

３ 不動産賃貸収入 33,393 34,126  733

４ 為替差益 ― 43,624  43,624

５ その他 41,807 21,887  △19,920

Ⅳ 営業外費用 230,050 30.2 386,521 30.2 156,470

１ 支払利息 189,601 221,345  31,744

２ 支払手数料 9,799 69,795  59,995

３ 社債発行費 ― 39,604  39,604

４ 為替差損 23,348 ―  △23,348

５ デリバティブ評価損 ― 42,217  42,217

６ その他 7,301 13,558  6,256

経常利益又は経常損失(△) △343,038 △45.1 34,627 2.7 377,665

― 4 ― 



ファイル名:017 110_0029300101802 更新日時:2006/01/26 23:37 印刷日時:06/01/27 10:12 

 
前事業年度 

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日)

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

増減額 
（△印減） 

区分 金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅴ 特別利益 29,561 3.9 120,339 9.4 90,777

１ 貸倒引当金戻入益 4,601 999  △3,601

２ 投資有価証券売却益 24,960 116,339  91,379

３ 関係会社株式売却益 ― 2,999  2,999

Ⅵ 特別損失 246,264 32.4 34,347 2.7 △211,917

１ 投資有価証券売却損 ― 10,727  10,727

２ 投資有価証券評価損 25,775 1,999  △23,775

３ 関係会社株式評価損 14,999 19,619  4,620

４ 役員退職慰労金 135,490 ―  △135,490

５ 訴訟和解金 70,000 ―  △70,000

６ 会員権売却損 ― 2,000  2,000

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

△559,741 △73.6 120,620 9.4 680,361

法人税、住民税 
及び事業税 

6,478 0.9 △145,404 △11.4 △151,882

法人税等調整額 △88,158 △11.6 66,296 5.2 154,455

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

△478,061 △62.9 199,728 15.6 677,789

前期繰越利益 98,546 193  △98,353

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

△379,514 199,921  579,435
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ファイル名:018 120_0029300101802 更新日時:2006/01/26 23:55 印刷日時:06/01/27 10:13 

③ 利益処分案 

 

 
前事業年度 

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

△379,514 199,921

任意積立金取崩額 
別途積立金取崩額 

500,000 ―

合計 120,485 199,921

これを次のとおり処分いたします   

利益配当金 120,292 123,549

次期繰越利益 193 76,371

 

１株当たり配当金 

 平成16年11月期 平成17年11月期 

 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

    円  銭     円  銭     円  銭     円  銭     円  銭     円  銭
普通株式 

12  00 ― 12  00 12  00 ― 12  00 

  ― 6 ― 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合への出資

については組合の財産の持分

相当額に基づき評価しており

ます。 

２ デリバティブの評価基準 時価法 同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月1日以後取

得した建物(建物付属設備を除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は、建物が３

年～50年、機械及び装置が６年～15

年、器具及び備品が５年～８年であ

ります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法  

 

 

  社債発行費は、支出時に全額費用処

理しております。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個々に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

振当処理の要件を満たす為替予

約取引及び通貨スワップ取引につ

いては、振当処理を行っておりま

す。 

また、特例処理の要件を満たす

金利スワップ取引については、特

例処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

振当処理の要件を満たす通貨ス

ワップ取引については、振当処理

を行っております。 

また、特例処理の要件を満たす

金利スワップ取引については、特

例処理を採用しております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引(為替予約

取引及び通貨スワップ取引並

びに金利スワップ取引) 

・ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務 

変動金利借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引(通貨スワ

ップ取引及び金利スワップ取

引) 

・ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

為替及び金利等相場変動に伴な

うリスクの軽減、資金調達コスト

の低減を目的に通貨及び金利に係

るデリバティブ取引を行っており

ます。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引及び通貨スワップ

取引については、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象の重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始以降のキャッシ

ュ・フローを固定できるため、有

効性の判定を省略しております。

また、金利スワップ取引につい

ては、ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計を

半期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を

判定しております。ただし、特例

処理の要件を満たす金利スワップ

取引については、有効性の判定を

省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

通貨スワップ取引については、

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な

条件が同一であり、ヘッジ開始以

降のキャッシュ・フローを固定で

きるため、有効性の判定を省略し

ております。 

また、金利スワップ取引につい

ては、ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計を

半期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を

判定しております。ただし、特例

処理の要件を満たす金利スワップ

取引については、有効性の判定を

省略しております。 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

  

 

 

(2) 連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度を

適用しております。 
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表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

(貸借対照表) 

１ 前事業年度において区分掲記しておりました

「立替金」及び「短期繰延ヘッジ損失」について

は、資産総額の100分の１以下となったため、当

事業年度より流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

   なお、当事業年度の残高はそれぞれ36,479千円

及び36,146千円であります。 

(貸借対照表) 

１ 前事業年度において投資その他の資産の「出資

金」に含めて表示しておりました投資事業組合へ

の出資（前事業年度末85,038千円、当事業年度末

89,095千円）は、証券取引法第２条第２項の改正

に伴い、当事業年度から投資その他の資産の「投

資有価証券」に含めて表示しております。 

２  前事業年度において投資その他の資産の「その 

２ 前事業年度において区分掲記しておりました

「敷金保証金」及び「会員権」については、資産

総額の100分の１以下となったため、当事業年度

より投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しております。 

   なお、当事業年度の残高はそれぞれ42,608千円

及び95,220千円であります。  

他」に含めて表示しておりました「長期性預金」

は資産総額の100分の1超となったため、当事業年

度より区分掲記しております。 

       なお、前事業年度の残高は200,000千円でありま

す。 

３ 前事業年度において区分掲記しておりました

「短期デリバティブ債務」については、資産総額

の100分の１以下となったため、当事業年度より

流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

       なお、当事業年度の残高は18,676千円でありま

す。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度 
(平成17年11月30日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 759,592千円
 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 854,287千円
 

２ 担保提供資産 

  (担保に供している資産) 

建物 2,172,116千円

構築物 6,752千円

土地 3,681,145千円

投資有価証券 40,171千円

計 5,900,185千円

  (上記に対応する債務) 

短期借入金 900,000千円

一年内返済予定長期借入金 991,300千円

長期借入金 2,141,900千円

計 4,033,200千円
 

２ 担保提供資産 

  (担保に供している資産) 

建物 2,097,441千円

構築物 5,964千円

土地 3,681,145千円

投資有価証券 62,718千円

計 5,847,269千円

  (上記に対応する債務) 

短期借入金 1,100,000千円

一年内返済予定長期借入金 1,090,666千円

長期借入金 1,858,266千円

計 4,048,933千円
 

 

 

 

３ 貸出コミットメント 

    当社は、関連会社の愛而泰可新材料(深圳)有限

公司の増資資金及び運転資金の資金需要に対す

る機動的・効率的な資金調達を目的に、取引銀

行６行との間で貸出コミットメント契約を締結

しております。当事業年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

   貸出コミットメントの総額 800,000千円

   借入実行残高 ―千円

   差引額 800,000千円
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前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度 
(平成17年11月30日) 

 

 

 

４ 財務制限条項等 

   (1) 当社の株式会社東京三菱銀行を主幹事と

するシンジケートローン契約（契約日平

成15年７月28日、借入金残高1,574,000千

円）には、下記の財務制限条項が付され

ており、当該条項に抵触した場合は、契

約上のすべての債務について期限の利益

を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における連結貸借対照表

の資本の部の金額を、当該決算期の直

前の決算期の末日または平成14年11月

期の末日における連結貸借対照表の資

本の部の金額のいずれか大きい方の

75％の金額以上に維持する。 

② 各年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における連結損益計算書

の経常損益について、３期連続して損

失を計上しない。 

③ 当社の愛而泰可新材料(蘇州)有限公司

に対する貸付金残高及び出資金残高の

合計金額を当該借入金残高以上に維持

する。 

また、その他の誓約条項の主なものとし

て、担保提供、資産譲渡、出資維持等に一

定の制限が設けられております。 

    (2) 当社の株式会社東京三菱銀行を主幹事と

するシンジケートローン契約（契約日平

成16年12月15日、借入金残高1,939,000千

円）には、下記の財務制限条項が付され

ており、当該条項に抵触した場合は、契

約上のすべての債務について期限の利益

を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における連結貸借対照表

の資本の部の金額を、当該決算期の直

前の決算期の末日または平成15年11月

期の末日における連結貸借対照表の資

本の部の金額のいずれか大きい方の

75％の金額以上に維持する。 

② 各年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における連結損益計算書

の経常損益について、３期連続して損

失を計上しない。 

また、その他の誓約条項の主なものとし

て、担保提供、資産譲渡、出資維持等に一

定の制限が設けられております。 
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前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度 
(平成17年11月30日) 

 

 

 

   (3) 当社の株式会社みずほ銀行を主幹事とす

るシンジケートローン契約（契約日平成

17年９月30日、借入極度額800,000千円、

借入実行残高―千円）には、下記の財務

制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、契約上のすべての債務に

ついて期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における連結貸借対照表

の資本の部の金額を、当該決算期の直

前の決算期の末日または平成16年11月

期の末日における連結貸借対照表の資

本の部の金額のいずれか大きい方の

75％の金額以上に維持する。 

② 各年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における連結損益計算書

の経常損益について、２期連続して損

失を計上しない。 

③ 愛而泰可新材料（深圳）有限公司の各

年度の決算期（中間決算期を含まな

い。）の末日における愛而泰可新材料

（深圳）有限公司の損益計算書の経常

損益について、２期連続して損失を計

上しない。 

また、その他の誓約条項の主なものとし

て、担保提供、資産譲渡、出資維持等に一

定の制限が設けられております。 

５ 授権株式及び発行済株式の総数 

授権株式数（普通株式） 40,000,000株

発行済株式総数（普通株式） 10,284,056株
 

５ 授権株式及び発行済株式の総数 

授権株式数（普通株式） 40,000,000株

発行済株式総数（普通株式） 10,556,896株
 

６ 自己株式数 

普通株式 259,688株
 

６ 自己株式数 

普通株式 261,108株
 

７ 関係会社に対する主な資産及び負債 

   関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。 

短期貸付金 469,044千円

短期借入金 2,547,681千円
 

７ 関係会社に対する主な資産及び負債 

   関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。 

短期貸付金 939,318千円

短期借入金 1,830,182千円

一年内返済予定長期借入金 63,190千円

長期借入金 252,239千円
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前事業年度 

(平成16年11月30日) 
当事業年度 

(平成17年11月30日) 

８ 保証債務 

   他社の金融機関からの借入等に対して次のとおり

保証を行っております。 

保証先  金額  内容 

アルテック 

エーピーエス㈱ 
 132,437千円  

為替予約、 

Ｌ／Ｃ開設 

及び営業債務 

 
アルテック 

コミュニケーショ 

ンズ㈱ 

 635,282千円 
 

為替予約、 

Ｌ／Ｃ開設、

営業債務及び 

借入債務 

 
アルテックアルト 

㈱ 
 2,784,473千円 

 

為替予約、 

Ｌ／Ｃ開設 

及び借入債務 

アルテック 

エーディーエス㈱ 
 1,479,077千円  

為替予約及び 

Ｌ／Ｃ開設 

アルテック 

エーアールエス㈱ 
 88,059千円  

為替予約及び 

Ｌ／Ｃ開設 

アルパレット㈱  203,828千円  

リース債務、 

未払割賦債務 

及び借入債務 

ALTECH 

ASIA PACIFIC 

CO.,LTD. 

 57,832千円  為替予約 

日本パリソン㈱  443,500千円  借入債務 

エスコ 
グラフィックス㈱ 

 96,000千円  借入債務 

なお、エスコグラフィックス㈱に対する保証

債務については、他社による再保証額144,000

千円を控除して記載しております。 

８ 保証債務 

   他社の金融機関からの借入等に対して次のとおり

保証を行っております。 

保証先 金額  内容 

アルテック 

エーピーエス㈱ 
380,950千円  

為替予約、 

Ｌ／Ｃ開設 

及び営業債務 

 アルテック 

コミュニケーショ 

ンズ㈱ 

1,024,386千円 
 

為替予約、 

Ｌ／Ｃ開設 

及び営業債務 

 

アルテックアルト 

㈱ 
2,884,717千円 

 

為替予約、 

Ｌ／Ｃ開設、 

営業債務 

及び借入債務 

アルテック 

エーディーエス㈱ 
1,140,821千円  

為替予約及び 

Ｌ／Ｃ開設 

アルテック 

エーアールエス㈱ 
124,928千円  

為替予約及び 

Ｌ／Ｃ開設 

アルパレット㈱ 421,893千円  

リース債務、 

未払割賦債務 

及び借入債務 

ALTECH 

ASIA PACIFIC 

CO.,LTD. 

120,006千円  
為替予約 

及びＬ／Ｃ開設

愛而泰可新材料 

(広州) 有限公司 
755,500千円  借入債務 

日本パリソン㈱ 296,000千円  借入債務 

エスコ 
グラフィックス㈱ 

96,000千円  借入債務 

愛而泰可新材料 

(深圳)有限公司 
754,500千円  借入債務 

㈲ファインテック
研究所 

91,670千円  借入債務 

なお、エスコグラフィックス㈱に対する保証

債務については、他社による再保証額144,000

千円を控除して記載しております。 

９ 連帯債務 

当社は会社分割に伴い、アルテックエーピーエス

㈱、アルテックコミュニケーションズ㈱、アルテ

ックアルト㈱、アルテックエーディーエス㈱、ア

ルテックエーアールエス㈱が承継した債務につき

並存的債務引受けにより連帯債務者となっており

ます。なお、並存的債務の当事業年度末残高は

303,113千円であります。 

９ 連帯債務 

当社は会社分割に伴い、アルテックエーピーエス

㈱、アルテックコミュニケーションズ㈱、アルテ

ックアルト㈱、アルテックエーディーエス㈱、ア

ルテックエーアールエス㈱が承継した債務につき

並存的債務引受けにより連帯債務者となっており

ます。なお、並存的債務の当事業年度末残高は

257,702千円であります。 

 

 

 

10 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付

したことにより増加した純資産額は1,936千円で

あります。 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１    当社は、平成15年12月１日付をもって新設分割

（物的分割）の方法により５事業グループを分社

化し、当社を持株会社とする持株会社体制に移行

いたしました。 

これに伴い、当社の売上高は、前事業年度まで

の産業機械・機器の販売及び産業資材・製品の販

売等に係るものから、当事業年度より子会社との

間の業務受託収入、不動産賃貸収入等に係るもの

となっております。このため、これら収益項目を

当事業年度より「営業収益」として表示すること

としております。また、これに対応し、前事業年

度まで「売上原価」、「販売費及び一般管理費」

として表示していた費用項目を、当事業年度より

「営業費用」として表示しております。 

 

 

 

２ 関係会社に対する主な項目 

受取利息 36,030千円

不動産賃貸収入 21,217千円
 

２ 関係会社に対する主な項目 

受取利息 88,285千円
 

３ 一般管理費 

    主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 67,430千円

給料手当 159,675千円

賞与 36,569千円

福利厚生費 96,875千円

旅費交通費 22,204千円

賃借料 127,903千円

業務委託費 142,864千円

減価償却費 128,628千円

３ 一般管理費 

    主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 69,852千円

給料手当 188,188千円

福利厚生費 107,213千円

租税公課 65,967千円

賃借料 109,042千円

業務委託費 147,286千円

顧問料 70,208千円

減価償却費 114,616千円

４ 訴訟和解金 

当社が販売した機械の不具合に関し、得意先か

ら提起されていた損害賠償請求訴訟に係る和解

金であります。 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
器具 

及び備品

(千円) 

 

無形固定 
資産(ソフ
トウエア) 
(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

 404,451  18,250  422,701

減価償却 
累計額相当額 

 295,096  14,600  309,696

期末残高 
相当額 

 109,354  3,650  113,004

  

 
器具 

及び備品

(千円) 

 

無形固定 
資産(ソフ
トウエア) 
(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

252,132  18,250  270,382

減価償却 
累計額相当額

175,778  18,250  194,028

期末残高 
相当額 

76,354  ―  76,354

  
 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 38,307千円

１年超 86,238千円

合計 124,545千円
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33,803千円

１年超 52,434千円

合計 86,238千円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 57,920千円

減価償却費相当額 52,373千円

支払利息相当額 7,135千円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 43,479千円

減価償却費相当額 36,650千円

支払利息相当額 5,172千円
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

     同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

     同左 

 

(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年11月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度(平成17年11月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度 
(平成17年11月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1) 流動の部 

繰延税金資産 

未払金 28,810千円

未払費用 2,634千円

その他 1,453千円

繰延税金資産小計 32,898千円

評価性引当額 △8,557千円

繰延税金資産合計 24,341千円

繰延税金負債 

未収配当金 326千円

繰延税金負債合計 326千円

繰延税金資産の純額 24,015千円
 

(2) 固定の部 

繰延税金資産 

子会社株式 

(会社分割に伴う承継会社

株式) 

64,680千円

破産更生債権等 48,881千円

貸倒引当金 30,810千円

その他有価証券評価差額金 9,886千円

繰越欠損金 400,158千円

その他 19,747千円

繰延税金資産小計 574,165千円

評価性引当額 △198,531千円

繰延税金資産合計 375,634千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1) 流動の部 

繰延税金資産 

未払事業税 7,145千円

未払費用 4,210千円

その他 1,883千円

繰延税金資産小計 13,238千円

評価性引当額 △3,478千円

繰延税金資産合計 9,760千円

繰延税金負債 

未収配当金 325千円

繰延税金負債合計 325千円

繰延税金資産の純額 9,435千円
 

(2) 固定の部 

繰延税金資産 

子会社株式 

(会社分割に伴う承継会社

株式) 

64,680千円

貸倒引当金 30,423千円

ゴルフ会員権 14,404千円

繰越欠損金 440,643千円

その他 13,204千円

繰延税金資産小計 563,356千円

評価性引当額 △246,728千円

繰延税金資産合計 316,627千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 21,602千円

繰延税金負債合計 21,602千円

繰延税金資産の純額 295,025千円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 △42.1％

(調整) 

交際費等永久に 
損金に算入されない項目 

0.7％

住民税均等割額 0.8％

受取配当等永久に 
益金に算入されない項目 

△0.6％

繰延税金資産に 
係る評価性引当て 

25.0％

その他 1.6％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

△14.6％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整) 

交際費等永久に 
損金に算入されない項目 

4.0％

住民税均等割額 4.0％

外国税額 8.0％

受取配当等永久に 
益金に算入されない項目 

△156.5％

繰延税金資産に 
係る評価性引当て 

35.7％

その他 △1.5％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

△65.6％
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前事業年度 
(平成16年11月30日) 

当事業年度 
(平成17年11月30日) 

３   当社は、平成16年５月に連結納税の承認の申請を

行い、平成16年10月に承認を受けているため、当事

業年度から「連結納税制度を適用する場合の税効果

会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計

基準委員会 平成14年10月９日）及び「連結納税制

度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱

い（その２）」（企業会計基準委員会 平成15年２

月６日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とし

た会計処理を行っております。 
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(重要な後発事象) 
 

 前事業年度 
(自 平成15年12月１日 
至 平成16年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日) 

１  当社は、株式会社東京三菱銀行をアレンジャーとす

るシンジケートローン契約を、以下のとおり締結い

たしました。 

(1) 契約日  平成16年12月15日 

(2) 借入枠  2,100,000千円 

(3) 利率  年 TIBOR＋1.5％ 

(4) 借入実施時期  契約日から平成17年５月31日

の間の実行希望日 

(5) 返済方法  平成17年11月30日から半年ごとの

13回均等額返済 

(6) 最終返済期限  平成23年11月30日 

(7) 参加金融機関  株式会社東京三菱銀行、株式

会社みずほ銀行、株式会  

社UFJ銀行、中国銀行股份有

限公司、株式会社三井住友銀

行、株式会社りそな銀行、住

友信託銀行株式会社、農林中

央金庫、株式会社群馬銀行、

三菱信託銀行株式会社 

(8) 資金使途  愛而泰可新材料(蘇州)有限公司及

び愛而泰可新材料(広州)有限公司

の増資資金 

該当事項はありません。 
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７  役員の異動   （平成18年2月23日付予定） 
 

新任予定取締役 

取締役   笠井 祝男 （現  アルテックエーピーエス株式会社 代表取締役社長）  

 

退任予定取締役 

現  取締役   脇本 良一  
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